
地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備
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○ 海上輸送網の拠点として機能する港湾は、背後に産業集積が進み、地域の雇用と経済を支え、産業の国際競争力を向上させる重
要な役割を担っている。

○ 民間投資の誘発や集積した産業の物流効率化等に資する港湾施設の整備を重点的に推進する。

港湾管理者資料、新聞報道等より国土交通省港湾局作成

２０２２年６月現在。港湾整備に対応した民間投資と新規雇用の例を記載(なお、主に
公表情報を元に記載しているため、計上されていない民間投資額、雇用人数もある。
一部、将来分を含む)。

舞鶴港 国際物流ターミナルの整備

約２７１億円(Ｈ１～Ｈ２１)

加工食品工場の増設等

投資額：約５７０億円
(Ｈ２１～Ｒ４)

雇用増：約３１０人

国際物流ターミナル

航路・泊地
(-14m)

加工食品工場

和田地区

岸壁(-14m)

臨海部への食料コンビナートの
新規立地

投資額：約３３４億円
(Ｈ２７～Ｈ３１)

雇用増：約１００人

国際物流ターミナルの整備

約２６９億円(Ｈ２９～Ｒ７)

高松港
国際物流ターミナルの整備

約１４５億円(Ｈ１７～Ｒ５)

香西地区 朝日地区

建設用クレーン工場

航路、泊地
(-12m)

岸壁(-12m)(耐震)

国際物流ターミナル

臨海部への建設用クレーン
工場の新規立地

投資額：約２１５億円
(Ｈ２９～Ｒ１)

雇用増：約１００人

臨海部への製材加工工場の新規
立地等

投資額：約５０９億円
(Ｈ２５～Ｒ５)

雇用増：約３６０人

岸壁、防波堤等の整備

約４４８億円(Ｈ９～Ｒ５)

細島港
国際海上コンテナターミナル

の整備

約２５８億円(Ｈ２０～Ｈ３０)

自動車部品
加工工場

物流施設

清水港

泊地(-15m)

岸壁(-15m) (耐震)

内陸部への産業機械工場の
新規立地等

投資額：約３７２億円
(Ｈ２６～Ｒ２)

雇用増：約５８０人

航路・泊地(-12m)

岸壁(-12m)

国際物流ターミナル

食料
コンビナート

荷役機械

水島港

臨海部への飼料工場の新規
立地等(約１31億円)、内陸部の
牛舎等の整備(約９１億円)

投資額：約２22億円
(Ｈ２７～Ｒ４)

雇用増：約１１０人
岸壁(-14m)航路・泊地(-14m)

泊地(-14m)

飼料工場

サイロ

荷役機械

国際物流
ターミナル

釧路港

茨城港 岸壁、防波堤等の整備

約１，１８３億円(Ｈ４～Ｒ８)

防波堤(東)

波除堤(中央)

岸壁(-12m)(耐震)

岸壁(-10m,
-12m,-14m)

国際物流ターミナル

建機工場B社建機工場A社

国際海上コンテナターミナル

火力発電所

産業用ロボット
生産工場

国際海上コンテナ
ターミナル

国際物流ターミナルの整備

約１８０億円(Ｈ２６～Ｈ３０)
(うち、民間の荷役機械の投資３８憶円)

製材加工工場
新規立地・増設

泊地(-7.5m)
岸壁(-7.5m)

防波堤

臨海部への建機工場等の新規
立地(約１，０３０億円)、内陸部の
工場設備増強(約２,６５０億円)
投資額：約３，６８０億円

(Ｈ１８～Ｒ４)
雇用増：約２，７００人

臨港道路

岸壁(-18m,-16m)

護岸

荷役・搬送
・貯炭機械

東港地区

航路(-19m)

航路(-18m)

航路・泊地(-18m)

航路・泊地(-16m)

泊地(-16m)

最新鋭の石炭火力発電所
の建設

投資額：約３，０００億円
(Ｈ２７～Ｒ２)

雇用増：約２７０人

小名浜港 国際物流ターミナルの整備
（防波堤事業に関するものを除く)

約８８７億円(Ｈ２０～Ｒ２)
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カーボンニュートラルポート（CNP）の形成

CO2排出量
（2020年度確報値）

発電所・
製油所等
4.2億トン
（40.4%）

鉄鋼
1.1億トン
（10.7%

）

化学工業
(石油石炭製品を含む)
0.5億トン（5.1%）

その他
4.6億トン
（43.8%）

○ サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主や船社のニーズに対応した、脱炭素化に配慮した港湾機能

の高度化を図ることにより、港湾の競争力を強化する。

○ また、CO2を多く排出する産業が集積する港湾・臨海部において、水素やアンモニア等へのエネルギー転換等

に必要な環境整備を行うことで、我が国が目標とする2050年カーボンニュートラルの実現に貢献する。

○ 加えて、日米、日米豪印等の枠組みにおいて、国際連携を図りながら進めていく。

出典：国立環境研究所HP資料より、港湾局作成

計10.4億トン

発電所・製油所や産業が集積する港湾

港湾・臨海部の脱炭素化への貢献

海外における水素・
アンモニア等の製造

海
上
輸
送

我が国港湾にて荷役・貯蔵

出典： 国際エネルギー機関（ＩＥＡ）

配
送

ロ
ー
リ
ー
・

パ
イ
プ
ラ
イ
ン
等

港湾・臨海部立地産業等が利用

荷主等の脱炭素化ニーズへの対応を通じた

港湾の競争力強化

世界の潮流

・荷主がサプライチェーンの脱炭素化に取り組んでおり、

船社・物流事業者も対応を強化

環境に配慮した取組を進めることにより、荷主や

船社から選ばれる、競争力のある港湾を形成

サプライチェーンの脱炭素化に資する取組の例

伊勢湾・三河湾エリア(2020年10月～)
東京湾エリア(2022年度見込み)
九州・瀬戸内海エリア（2023年度見込み）

ＬＮＧバンカリングのイメージ

LNG燃料供給船
LNG燃料船

出典： セントラルＬＮＧマリンフューエル

実証事業を行う碧南火力発電所
（愛知県碧南市）

・CO2排出量の約6割を占める

産業の多くは、港湾・臨海部に立地

CO2多排出産業のエネルギー転

換に必要な環境整備を実施し臨

海部産業を再興

例：碧南火力発電所における
アンモニア混焼実証

出典:
三井E&SマシナリーHP
水素燃料電池搭載型RTG
（技術開発中）

港湾ターミナルにおける脱炭素化の取組状況を客観的に評価する
『港湾ターミナル・グリーン認証（仮称）』の制度の創設

停泊中船舶への
陸上電力供給

船舶への
低・脱炭素燃料の供給

荷役機械の
低・脱炭素化
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